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東証プライム市場上場企業役員に占める女性の割合に係る目標設定について

Ⅰ 女性活躍と経済成長の好循環の実現に向けて
（１）企業における女性登用の加速化

①プライム市場上場企業を対象とした女性役員比率に係る数値目標の設定等
企業における女性登用を加速化するための重要かつ象徴的な第一歩として、プライム市場上場企業に係る女性役員比率に係る数値目標を設定し、女性役員比率の引

上げを図る。 このため、令和５年中に、取引所の規則に以下の内容の規定を設けるための取組を進める。
・2025年を目途に、女性役員を１名以上選任するよう努める。
・2030年までに、女性役員の比率を30％以上とすることを目指す。
・上記の目標を達成するための行動計画の策定を推奨する。
また、コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラムに基づき、女性役員比率の向上等、取締役会や中核人材の多様性向上に向けて、企業の取組

状況に応じて追加的な施策の検討を進める。【内閣府、金融庁】

女性活躍・男女共同参画の重点方針2023（女性版骨太の方針2023）（令和５年６月13日 決定）

第４章 上場管理
第４節 企業行動規範
第２款 望まれる事項

（女性役員の選任）
第４４５条の７
プライム市場の上場内国会社における女性役員の選任については、別添２「プライム市場の上場内国会社における女性役員比率に係る数値目標の設定等」で定める。

別添２ プライム市場の上場内国会社における女性役員比率に係る数値目標の設定等
１．２０２５年を目途に、女性役員を１名以上選任するよう努める。
２．２０３０年までに、女性役員の比率を３０％以上とすることを目指す。
３．当取引所は、上記の目標を達成するための行動計画の策定を推奨する。
※上記の女性役員には、取締役、監査役、執行役に加えて、執行役員又はそれに準じる役職者を含むことができる。

有価証券上場規程等の一部改正（令和５年10月10日施行 株式会社東京証券取引所）

第５次男女共同参画基本計画第１分野の成果目標として「東証一部上場企業役員に占める女性の割合」が設定されていたところ、市場再編を踏まえ目標を設定。
・ 東証プライム市場上場企業役員に占める女性の割合（注） 19％（2025年）
・ 東証プライム市場上場企業のうち、女性の役員が登用されていない企業の割合（注） ０％（2025年）
（注）役員には、取締役、監査役、執行役に加えて、各企業が女性役員登用目標の前提とした執行役員又はそれに準じる役職者（会社法上の「支配人その他の重要

な使用人の選任及び解任」として、取締役会の決議による選任・解任がされている役職者を基本とし、業務において重要な権限を委任されている役職者等）も含む。

第５次男女共同参画基本計画の一部変更（令和５年12月26日 閣議決定）

すべての女性が輝く社会づくり本部
男女共同参画推進本部
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上場企業の役員に占める女性割合等に関する調査概要・調査結果

調査目的
 東証プライム市場上場企業における女性役員登用目標を前提とした「執行役員またはそれに準じる役職者（以降、「執行役員

等」とする）」を含む役員に占める女性割合、上場企業の女性役員登用目標の設定及び行動計画の策定状況に関する調査を行
い、第５次男女共同参画基本計画における成果目標の進捗等を把握すること

調査期間  令和６年10月29日～11月29日

調査対象  令和６年７月末時点の上場企業（3,925社）

回答方法  webアンケートシステム（WEBCAS）

回答
企業数

 上場企業 ：1,553社／3,925社（39.6％）
うち、東証プライム市場上場企業 ： 771社／1,641社（47.0％）

項目 成果目標（期限） 現状
東証プライム市場上場企業役員に占める女性の割合
（注１）

19％
（2025年） 15.6％

東証プライム市場上場企業のうち、女性の役員が登用さ
れていない企業の割合（注１）

0％
（2025年） 4.0％

調
査
概
要

調
査
結
果

●第５次男女共同参画基本計画における成果目標の動向（令和６年７月31日時点）

（注１）役員には、取締役、監査役、執行役に加えて、各企業が女性役員登用目標の前提とした執行役員又はそれに準じる役職者（会社法上の「支配人その他の重要な使用人の選任及び解任」
として、取締役会の決議による選任・解任がされている役職者を基本とし、業務において重要な権限を委任されている役職者等）も含む。

（注２）役員は、取締役、監査役及び執行役。

（ご参考）第５次男女共同参画基本
計画における参考指標の動向

上場企業役員に占める
女性の割合（注２） 12.5％

●女性役員登用目標の設定及び行動計画の策定状況

項目 上場企業東証プライム市場上場企業

女性役員登用目標を設定している企業の割合 20.0％ 12.7％

女性役員登用目標を設定し、その目標達成に向けた行動計画を策定している企業の割合 10.9％ 6.2％

（注）企業の割合は、回答企業数（上場企業は1,553社・東証プライム市場上場企業は771社）を分母とし、集計 2



我が国の女性役員比率の推移

 我が国の女性役員比率は過去10年間で徐々に上昇してきているものの、日本を除くＧ７諸国やＯＥＣＤ諸国の平均と
のギャップは依然として大きい。

（備考）1. 東洋経済新報社「役員四季報」及び内閣府調査に基づき内閣府において作成。日本を除くＧ７諸国の平均、OECD諸国の平均はOECD“Social and Welfare Statistics”から引用。
2. 全上場企業、東証一部上場企業、2023年以前の東証プライム市場上場企業における役員は、取締役、監査役及び執行役。
3. 2024年以降の東証プライム市場上場企業における役員は、取締役、監査役、執行役に加えて、各企業が女性役員登用目標の前提とした執行役員又はそれに準じる役職者（会社法上の「支配人

その他の重要な使用人の選任及び解任」として、取締役会の決議による選任・解任がされている役職者を基本とし、業務において重要な権限を委任されている役職者等）も含む。
4. 調査時点は、原則として各年７月31日現在。
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女性役員がいないプライム市場上場企業の割合の推移

（備考）1. 東洋経済新報社「役員四季報」、日本取引所グループホームページ及び内閣府調査に基づき内閣府において作成。
2. 調査時点は原則として各年７月31日現在。
3. 2021年以前の数値は各年における東証第一部市場上場企業全体に占める割合。2022年以降の数値は各年における東証プライム市場上場企業全体に占める割合。
4. 東証一部上場企業、2023年以前の東証プライム市場上場企業における役員は、取締役、監査役及び執行役。

            5. 2024年以降の東証プライム市場上場企業における役員は、取締役、監査役、執行役に加えて、各企業が女性役員登用目標の前提とした執行役員又はそれに準じる役職者（会社法上の「支配人
                その他の重要な使用人の選任及び解任」として、取締役会の決議による選任・解任がされている役職者を基本とし、業務において重要な権限を委任されている役職者等）も含む。
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 東証一部上場企業または東証プライム市場上場企業でみると、女性役員が一人もいない企業は減少してきているが、
2024年時点において、プライム市場上場企業の４％の企業に、女性役員が一人もいない状況にある。

4.0%

19.0%

45.5%

24.4%

7.1%

女性役員比率ごとの分布(2024年）
0% 0%超10％未満
10%以上19％未満 19%以上30%未満
30%以上



東証プライム市場上場企業における女性役員の内訳
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 社内役員の内訳では女性が4.5%であるのに対し、社外役員では女性が30.1%であり、女性の社内役員登用は少ない
状況にある。

（備考）1. 東洋経済新報社「役員四季報」及び内閣府調査に基づき内閣府において作成。
2. 役員は、取締役、監査役、執行役に加えて、各企業が女性役員登用目標の前提とした執行役員又はそれに準じる役職者（会社法上の「支配人その他の重要な使用人の選任及び解任」として、

                取締役会の決議による選任・解任がされている役職者を基本とし、業務において重要な権限を委任されている役職者等）も含む。
3. 調査時点は、2024年７月31日現在。

女性
4.5%

男性
95.5%

社内役員

女性
30.1%

男性
69.9%

社外役員



女性活躍 ・ 男女共同参画の重点方針2024（女性版骨太の方針2024）
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Ⅰ 企業等における女性活躍の一層の推進

（１）企業における女性の採用・育成・登用の強化

① プライム市場上場企業における女性役員登用目標の達成等

• プライム市場上場企業における女性役員の登用について、まずは「東証プライム市場上場企業役員に占める
女性の割合を2025年までに19％」の目標達成に向け、取引所、 機関投資家、先進的な取組を行う企業
等と連携し、女性役員登用が進んでいない企業を含めた全てのプライム市場上場企業に対して女性登用の
意義や必要性に関する啓発等を目的としたセミナーを開催する。【内閣府】

• 各企業における女性役員登用目標の前提とした「執行役員又はそれに準じる役職者」を含む役員に占める
女性割合、女性役員登用目標の設定及び行動計画の策定状況や、企業の女性役員の活躍状況に関する
調査を行う。【内閣府、金融庁】

• 女性役員登用目標の達成に向けた各企業の行動計画策定を促進するため、令和５年度に実施した「女性
の登用拡大と企業における経済的メリット等に関する調査研究」において取りまとめた企業の好事例や女性活
躍による企業価値向上の国内外でのデータ等を広く周知する。その際、女性登用に対する社内の意識醸成
や、育児等との両立の観点を踏まえた雇用管理・キャリア形成支援等、各企業の課題に対応しやすい形での
女性登用施策の横展開を通じて企業の取組を促進する。また、女性役員登用目標を含めた行動計画を策
定している企業の事例を参考として行動計画策定ガイド（仮称）を作成し、周知する。役員候補となる女性
人材のパイプライン構築に向けて、ロールモデルとなる女性役員等の事例集の作成等、啓発コンテンツの作成
や情報提供を行う。【内閣府】

• 企業のマネジメント層や人事担当者向けに一般社団法人日本経済団体連合会と共催しているダイバーシ
ティマネジメントセミナーについて、取引所や日本商工会議所等とも連携し企業の参加を一層促進する。また、
「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」において、早期の役職段階における育成を促進するため、その
取組に注力している企業経営者等に取組内容を発信してもらい、好事例の横展開を進める。【内閣府】



令和５年度 女性登用の加速化に向けた取組事例集

7※掲載URL：https://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/pdf/yakuin_r05.pdf

https://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/pdf/yakuin_r05.pdf


全ての人が活躍できる働き方の推進に向けた取組事例集

8※掲載URL：https://wwwa.cao.go.jp/wlb/research/wlb_r0609/2.pdf

https://wwwa.cao.go.jp/wlb/research/wlb_r0609/2.pdf


令和６年度 ダイバーシティ・マネジメントセミナー
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主催 一般社団法人日本経済団体連合会／内閣府男女共同参画局

日時 令和７年１月29日（水）10:00～11:30

セミナー名
ダイバーシティ・マネジメントセミナー
女性登用のパイプライン強化のために企業ができること
～経営視点から見る女性活躍と具体的取組事例～

開催方式 オンライン開催（Zoomウェビナー）

内容

基調講演 「多様性を尊重した「全員活躍」の推進」
カルビー株式会社 代表取締役社長 兼 CEO 江原信⽒

事例紹介「女性活躍推進の取組事例と賃金差異の要因分析から見
えた課題」
株式会社トリドールホールディングス
ハピネス・ヒューマンサポート本部
ハピネスカルチャー推進部 部長 古川雅代⽒

 今年度のセミナーでは、先進企業より、女性役員・管理職比率向上につながるパイプライン強化の取組や経営者として
意識されていること等についてご講演いただくとともに、施策を進める中で出てきた課題や具体的な取組・工夫点について
もお話を伺い、企業経営における女性登用とそのパイプライン構築の重要性や具体的な取組方法について改めて認識
を深め、その推進につなげる。



女性登用加速化セミナー

 取引所、機関投資家、先進的な取組を行う企業等と連携し、女性役員登用が進んでいない企業を含めた全てのプラ
イム市場上場企業に対して女性登用の意義や必要性に関する啓発等を行うことを目的にセミナーを開催。

主催 内閣府男女共同参画局

日時 令和７年２月19日（水）14:00～16:30

セミナー名 女性登用加速化セミナー
先進企業・機関投資家に聞く！女性登用の意義とその道のり

参加者 プライム市場上場企業のうち、参加の申込のあった全役職者
※企業のトップ及び人事・経営企画の担当役員等の参加を推奨

開催方式 オンライン開催（Zoomウェビナー）

主な
プログラム

「伊藤忠商事の女性活躍推進の取組」
伊藤忠商事株式会社 執行役員 人事・総務部長（兼）グループCEOオフィス

垣見 俊之 ⽒

「機関投資家が重視する女性活躍情報の開示」
インベスコ・アセット・マネジメント株式会社 運用本部 日本株式運用部
ヘッド・オブ・ESG

古布 薫 ⽒

「女性登用の加速化に向けて～参加者からの事前質問に回答～」
【ファシリテーター】 株式会社羽生プロ 代表取締役社長

羽生 祥子 ⽒
【パネリスト】 基調講演者に加え、以下２名（計４名）

住友金属鉱山株式会社 執行役員
コーポレートコミュニケーション部門総括 サステナビリティ推進部長

                                                    矢野 三保子 ⽒
塩野義製薬株式会社 人事部長 兼 人的資本戦略室長

                                                    河本 高歩 ⽒

基調
講演①

基調
講演②

パネル
ディス

カッション
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